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しています。
　2021年12月期に選任された取締役の構成は、取締役総
数10名中7名が独立社外取締役で、10名中3名が女性となっ
ています。そのバックグラウンドは非常に多様であり、当社

の持続的な企業価値向上に資するESG経営、グローバルビ
ジネスに関する適切な知見・経験を有する人材を備え、かつ
ジェンダー、国際性、在任年数等に配慮した構成となってい
ます。

参 照   個々の取締役の選任理由の詳細は、株主総会招集通知における選任議案の説明において開示・説明しています。「第156期定時株主総会招集ご通知」

  https://www.ebara.co.jp/ir/stock/shareholdersmeeting/__icsFiles/afieldfile/2021/04/19/6361_156r1_hp_1.pdf

取締役会の概要（2021年3月26日現在）

氏名 属性
就任委員

2020年12月期における取締役会・委員会への 
出席状況（出席回数／開催回数） 当社が取締役（非業務執行取締役）に特に期待する分野 *1

取締役会 指名委員会 報酬委員会 監査委員会 法務
リスク管理

人事・
人材開発

財務・会計
資本政策 監査 企業経営

経営戦略 研究・開発 環境 社会 内部統制・
ガバナンス

前田 東一 取締役会長
指名委員会委員

非執行

指名委員
15回／15回 13回／13回

浅見 正男 取締役
代表執行役社長 15回／15回 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

宇田 左近
社外取締役
取締役会議長
指名委員会委員

社 外  独立役員

指名委員
15回／15回 13回／13回

澤部  肇 社外取締役
報酬委員会委員長

社 外  独立役員

報酬委員
14回／15回 7回／7回

大枝 宏之 筆頭社外取締役
指名委員会委員長

社 外  独立役員

指名委員
15回／15回 13回／13回

橋本 正博 社外取締役
監査委員会委員長

社 外  独立役員

監査委員
15回／15回 7回／7回 17回／17回

西山 潤子 社外取締役
報酬委員会委員

社 外  独立役員

報酬委員
15回／15回 17回／17回

藤本 美枝 社外取締役
報酬委員会委員

社 外  独立役員

報酬委員
10回／10回 *2 5回／5回 *2

新任

北山 久恵
社外取締役
監査委員会委員

社 外  独立役員

監査委員

2021年3月
就任

2021年3月
就任

新任

長峰 明彦
取締役
監査委員会委員

非執行

監査委員

2021年3月
就任

2021年3月
就任

社 外  社外取締役

非執行  社内非業務執行取締役

独立役員  証券取引所届出独立役員

指名委員  指名委員会委員

報酬委員  報酬委員会委員

監査委員  監査委員会委員

*1. 上記一覧表は、取締役の有する全ての知見を表すものではありません。
*2.  藤本美枝氏は、2020年3月27日開催の第155期定時株主総会及び同日開催の取締役会において新たに取締役及び報酬委員会委員に選任され、就任しまし
たので、同日以降に開催した取締役会及び報酬委員会への出席状況を記載しています。

https://www.ebara.co.jp/ir/stock/shareholdersmeeting/__icsFiles/afieldfile/2021/04/19/6361_156r1_hp_1.pdf
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高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

取締役
（2021年3月26日現在）

大枝 宏之 ●
筆頭社外取締役
指名委員会委員長

橋本 正博 ●
監査委員会委員長

藤本 美枝 ●
報酬委員会委員

宇田 左近 ●
取締役会議長
指名委員会委員

前田 東一
取締役会長
指名委員会委員

澤部 肇 ●
報酬委員会委員長
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浅見 正男
代表執行役社長

北山 久恵 ●
監査委員会委員

西山 潤子●
報酬委員会委員

長峰 明彦
監査委員会委員

● 独立社外取締役
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高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

取締役の略歴
（2021年3月26日現在）

1981年 4月 当社入社
2007年 4月 当社執行役員
2010年 4月 当社常務執行役員
2011年 4月 当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括
2011年 6月 当社取締役
2012年 4月 当社風水力機械カンパニープレジデント
2013年 4月 当社代表取締役社長
2015年 6月 当社代表執行役社長
2019年 3月  当社取締役会長（現在）  

当社指名委員会委員（現在）

前田 東一
取締役会長
指名委員会委員

1981年 4月  日本鋼管株式会社（現 JFEホールディングス株式会社）入社
1989年 8月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2006年 2月 日本郵政株式会社執行役員
2007年 10月  同社専務執行役  

郵便事業株式会社（現 日本郵便株式会社）専務執行役員
2010年 5月 ビジネス・ブレークスルー大学大学院教授（現在）
2010年 7月  株式会社東京スター銀行執行役最高業務執行責任者
2011年 6月 当社取締役（現在）
2012年 9月  原子力損害賠償支援機構  

（現 原子力損害賠償・廃炉等支援機構）参与
2014年 4月  ビジネス・ブレークスルー大学経営学部長・教授（現在）
2014年 6月 株式会社ビジネス・ブレークスルー取締役（現在）
2015年 6月  公益財団法人日米医学医療交流財団理事  

当社指名委員会委員長
2015年 7月 当社筆頭社外取締役
2016年 4月 ビジネス・ブレークスルー大学副学長（現在）
2016年 9月  東京都顧問  

東京都都政改革本部特別顧問
2017年 6月 当社報酬委員会委員
2017年 7月  公益財団法人日米医学医療交流財団専務理事（現在）
2019年 3月  当社取締役会議長（現在）  

当社指名委員会委員（現在）

宇田 左近
社外取締役
取締役会議長
指名委員会委員

1986年 4月 当社入社
2010年 4月 当社執行役員
2011年 4月 当社精密・電子事業カンパニー営業統括部長
2014年 4月 当社常務執行役員
2015年 6月 当社執行役常務
2016年 4月 当社精密・電子事業カンパニープレジデント
2019年 3月  当社取締役（現在）  

当社代表執行役社長（現在）

浅見 正男
取締役
代表執行役社長

1964年 4月 東京電気化学工業株式会社（現 TDK株式会社）入社
1996年 6月 同社取締役、記録デバイス事業本部長
1998年 6月 同社代表取締役社長
2006年 6月 同社代表取締役会長
2008年 3月 旭硝子株式会社（現 AGC株式会社）社外取締役
2008年 6月  帝人株式会社社外取締役  

野村證券株式会社社外取締役
2009年 6月 野村ホールディングス株式会社社外取締役
2011年 3月 株式会社日本経済新聞社社外監査役
2011年 6月 TDK株式会社取締役 取締役会議長
2011年 10月 早稲田大学評議員
2012年 4月 一般社団法人日本能率協会理事
2012年 6月 TDK株式会社相談役
2014年 7月 早稲田大学評議員会副会長
2015年 6月  株式会社ジャパンディスプレイ社外取締役  

当社取締役（現在）  
当社報酬委員会委員

2018年 7月 早稲田大学評議員会会長（現在）
2019年 4月  一般社団法人価値創造フォーラム21 幹事会付顧問（現在）
2020年 3月 当社報酬委員会委員長（現在）

澤部 肇
社外取締役
報酬委員会委員長
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1972年 4月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）入行
1998年 11月 ダイワプルダニア銀行（インドネシア）社長
1999年 7月 株式会社大和銀行国際部長
2001年 6月  大日本スクリーン製造株式会社  

（現 株式会社SCREENホールディングス）  
常務取締役、財務本部長

2004年 6月 同社専務取締役
2005年 6月  同社代表取締役､取締役社長、最高執行責任者（COO）
2014年 4月 同社取締役副会長
2015年 6月 同社相談役（非常勤）
2016年 4月 熊本県産業振興顧問（現在）
2018年 3月  当社取締役（現在）  

当社監査委員会委員
2019年 3月 当社報酬委員会委員
2021年 3月 当社監査委員会委員長（現在）

橋本 正博
社外取締役
監査委員会委員長

1993年 4月  弁護士登録（現在）  
新東京総合法律事務所入所

2009年 6月 株式会社クラレ社外監査役
2015年 4月 TMI総合法律事務所入所（現在）
2015年 6月 生化学工業株式会社社外監査役（現在）
2016年 6月  株式会社東京放送ホールディングス 

（現 株式会社TBSホールディングス）社外監査役  
（株式会社TBSテレビ 監査役）（現在）

2019年 3月 株式会社クラレ社外取締役
2020年 3月  当社取締役（現在）  

当社報酬委員会委員（現在）

藤本 美枝
社外取締役
報酬委員会委員

1979年 4月 ライオン油脂株式会社（現 ライオン株式会社）入社
2006年 3月 同社購買本部製品部長
2007年 3月 同社生産本部第2生産管理部製品購買担当部長
2009年 1月 同社研究開発本部包装技術研究所長
2014年 1月 同社CSR推進部長
2015年 3月 同社常勤監査役
2019年 3月  同社顧問 *  

当社取締役（現在）  
当社監査委員会委員

2019年 6月 株式会社ジャックス社外取締役（現在）
2020年 6月 戸田建設株式会社社外監査役（現在）
2021年 3月 当社報酬委員会委員（現在）
* 2021年3月31日付で退任

西山 潤子
社外取締役
報酬委員会委員

1982年 10月 監査法人朝日会計社（現 有限責任あずさ監査法人）入社
1986年 3月 公認会計士登録（現在）
1999年 5月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）パートナー
2013年 7月 有限責任あずさ監査法人常務執行理事
2019年 6月 日本公認会計士協会近畿会会長（現在）
2019年 7月  日本公認会計士協会副会長（現在） 

有限責任あずさ監査法人専務役員
2020年 6月 株式会社椿本チエイン社外取締役（現在）
2020年 7月 北山公認会計士事務所開所（現在）
2021年 3月  当社取締役（現在） 

当社監査委員会委員（現在）

北山 久恵
社外取締役
監査委員会委員

1982年 4月 株式会社荏原電産入社
2006年 6月 同社取締役
2010年 7月 当社入社、財務・管理統括部審査室長
2014年 4月 当社経理財務統括部長
2015年 4月 当社執行役員
2015年 6月  当社執行役 

当社経理財務・連結経営・内部統制担当
2021年 3月  当社取締役（現在） 

当社監査委員会委員（現在）

長峰 明彦
取締役
監査委員会委員

1980年 4月  日清製粉株式会社（現 株式会社日清製粉グループ本社）入社
2009年 6月 株式会社日清製粉グループ本社取締役
2011年 4月 同社取締役社長
2015年 4月 国立大学法人一橋大学経営協議会委員
2017年 4月 株式会社日清製粉グループ本社取締役相談役
2017年 6月  同社特別顧問（現在）  

株式会社製粉会館取締役社長（現在）
2017年 12月 日本ユネスコ国内委員会委員
2018年 3月  当社取締役（現在）  

当社指名委員会委員
2018年 6月 積水化学工業株式会社社外取締役（現在）
2019年 3月 当社指名委員会委員長（現在）
2019年 6月 公益財団法人一橋大学後援会理事長（現在）
2020年 3月 当社筆頭社外取締役（現在）
2020年 12月 日本ユネスコ国内委員会副会長（現在）

大枝 宏之
筆頭社外取締役
指名委員会委員長
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社外取締役 社内取締役（非業務執行） 社内取締役（執行役兼務） 執行役

株主総会

執行組織

社外取締役会議

議長

高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス

　荏原グループは、「創業の精神」、「企業理念」、「荏原グルー
プCSR方針」から構成される「荏原らしさ」を当社グループ
のアイデンティティ／共有すべき価値観として定め、この
「荏原らしさ」のもと、持続的な事業発展を通じて企業価値を
向上させ、その成果を株主をはじめとする全てのステークホ
ルダーと分かち合うことを経営上最も重要な事項と位置付
け、その実現のために、常に最良のコーポレート・ガバナンス

を追求し、その充実に継続的に取り組んでいます。
　そうした考えのもと、当社は、機関設計として「指名委員会
等設置会社」を採用し、独立社外取締役が重要な役割を担い、
かつ独立社外取締役を含む非業務執行取締役（執行役を兼務
しない取締役）を中心とする体制を構築するとともに、経営
における監督と執行の明確な分離の実現を図っています。

2020年12月期の主な取り組み

　2020年12月期は、取締役会としてコロナ禍による事業
環境の変化、不確実性の高まりを注視しながら、長期ビジョ
ン及び中期経営計画の初年度として、計画に掲げた施策の

確実な実現に向けた審議・モニタリングをしっかりと行い
ました。当社の中長期の重要な経営課題に対する認識が一
層高まり、より実効性のある議論を行うことができました。

2020年12月期に取締役会で議論された主な事項
• 長期ビジョン及び中期経営計画のモニタリング
• 年度経営計画、各事業部門の成果KPI・非財務目標（KPI）の設定
• 各事業における経営計画の進捗モニタリングとフォローアップ
　（新型コロナウイルスの当社への影響評価等の課題議論 など）

• 中長期の財務戦略
• 政策保有株式の保有方針
• 取締役会の実効性評価及びそのフォローアップ

コーポレート・ガバナンス体制（2021年3月26日現在）

監督

業務執行
経営会議

指名委員会
　　　  委員長

報酬委員会
　　　  委員長

執行役

リスクマネジメントパネル

サステナビリティ委員会

ディスクロージャー委員会

経営計画委員会

業務執行会議体

経営監査部

代表執行役

監査部

監査委員会室

取締役会

議長

社外

社内（非業務執行）

社内（執行役兼務）

経営企画部

取締役会支援組織

監査委員会
　　　  委員長
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取締役会の実効性評価

　当社は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるた
めに、取締役会がどのように貢献しているかを検証し、課題
を抽出し、改善を図る目的で、指名委員会等設置会社への移
行を機に、2016年3月期より取締役会自身が取締役会全体
（指名・報酬・監査の各委員会を含む）の実効性評価を毎年実

施し、その結果の概要を開示しています。毎年の評価では、
前期に課題として認識された事項の改善状況の検証を行い、
その結果を踏まえて次の課題を抽出しており、連続性のあ
るガバナンス改革のPDCAサイクルを回しています。

2020年12月期の実効性評価について

　2020年12月期の実効性評価は、社会状況の変化、当社を
取り巻く課題対応という観点から新たな項目を追加すると
ともに、監査委員会に関する自己評価の項目を拡大・強化し
ました。また、毎年のベンチマーキング分析 *に加えて、
2020年12月期は、取締役会の自己評価及び活動状況の開
示に対する評価の高い海外の4社の開示資料を基にしたベ
ンチマーキングを新たに取り入れ、当社におけるさらなる
実効性評価の向上に向けた運営施策の参考にしました。さ
らに、指名委員会等設置会社移行後の5年間の総括を行い、
これまでの実効性評価によって取締役会としてその後の認
識が深まり、改革につながった事例の中から主要なポイン
トを抜粋して開示しました。
*  当社はコーポレート・ガバナンス体制に関する自己点検を目的として、毎年、国内外のガ
バナンス基準・ガイドライン等との比較を行っています。

分析・評価のプロセス
　独立性を持った第三者の協力を得て、全取締役を対象に、
質問票の配付及びその回答結果を踏まえた個別インタ
ビューを実施しました。それらの結果とベンチマーキング
分析の結果を全取締役にて共有し、取締役会において集中
討議を行いました。併せて、実効性評価の結果を踏まえて、
議長を除く全取締役による議長に対する評価 *を行い、次年
度の議長の継続の是非に関しての審議を行いました。
*  2019年3月から社外取締役が取締役会議長を務める体制になり、取締役会における議長
の重要性に鑑み、議長に対する評価を毎年行っています。

質問票・個別インタビューの内容
　取締役会・委員会の実効性に関わる重要な事項について
質問票により全体的な傾向を確認し、特に重要な点を個別
インタビューで掘り下げています。

質問票の主な項目

• 取締役会の役割・機能
• 取締役会の規模・構成
• 取締役会の運営状況
• 三委員会の構成と役割

• 三委員会の運営状況
• 社外取締役に対する支援体制
• 投資家・株主との関係
• 自己評価

個別インタビューの主な項目

•  事業・経営・社内体制に対する見方（事業ポートフォリオの変
革、コーポレート機能に対する見方）

•  取締役会・委員会に対する見方（取締役会・委員会における議
論、議長に対する見方、取締役会・委員会の人数・構成）

•  社外取締役の構成とサクセッションプラン
•  監査委員会の状況
•  資本市場との対話

分析・評価結果の概要
　取締役会として、調査によって得られた結果を基に議論
を重ねた結果、取締役会及び委員会において重要な課題に
対する十分な議論が行われ、適切に運営されていること、昨
年の課題として挙げられた事項については取り組みが進ん
でいることが確認されたことから、当社取締役会の実効性
は十分に確保できていると評価しました。

今後の対応
　取締役会は、これまで進めてきた改革の継続とあわせて、
以下の各項目について今後継続的に取締役会等で議論し、
取締役会の実効性をさらに高めていくことを確認しました。

•  今後とも中長期的な重要課題を選択し、十分な議論を行う機会
を設け、執行が適切な判断のもと、その実行のスピードを速め
ることができるように後押しを続ける。その結果について定
期的な検証・評価・フォローアップを継続していく。

•  取締役会の構成、多様性の維持について中長期的な観点からそ
の人材ポートフォリオ構成及び社外取締役のサクセッション
プランについて指名委員会での議論を踏まえつつ、取締役会と
してその内容を共有していく。

•  資本市場との対話、資本市場を念頭に置いたメディアとの対話
をより戦略的、効果的に行えるよう基本的な考え方を議論し執
行の後押しを行う。

•  ベンチマーキング分析から得られた、当社においてすでに実施
されているものの必ずしも明文化されていないガイドライン
などについて明文化に向けた検討を行う。

高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス
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指名委員会

委員数 3名（社外2名 　社内1名  ）
委員長の選任理由 企業経営全般に豊富な経験を有しており、指名委員会の委員長としてその

高い見識を活かしていただくため。
2020年12月期開催回数 13回

大枝 宏之
筆頭社外取締役 指名委員会委員長

　指名委員会は、株主総会に提案する取締役の選任及び解
任に関する議案の決定、取締役会議長や各委員会委員の選
定及び解職、執行役の選任及び解任に関する取締役会への
提言、役付取締役・役付執行役（取締役会長、執行役社長）の
選定及び解職に関する取締役会への提言を行うとともに、
代表執行役社長の承継プランの策定を役割としています。

代表執行役社長の承継プラン
　当社では、社長承継プランの策定・実行を指名委員会の最
重要テーマの一つとしています。当社の承継プランの特徴
は大きく二つあります。一つは、現社長をメンバーに含まな
い指名委員会が主導していること、もう一つは次の社長選
定に際しては、指名委員会が執行側とタッグを組み、「人材
育成」と「社長の選定」を時間をかけて計画的に進めている
ことです。当社の指名委員会は非業務執行取締役3名で構成
され、2名の社外取締役と会長がメンバーとなっています。
これにより、客観的な視点で最適な選定が行われるものと
考えています。また、当社では「経営トップ（社長や会長）は
長期に留任せず、一定の期間で交代すべき」という方針を定
めています。社長の任期上限は6年としており、2019年3

月に就任した現社長を選任した際は3年前から社長候補者
の育成と評価・絞り込みを行いました。

育成と選定のプロセス
　次の社長選任に向けて指名委員会は6年間の社長承継プ
ランを新たに作成し、それに基づいた育成と選定プロセス
の研修を2019年からスタートさせています。
　承継プランは“磨けば光る原石”探しからスタートします。
その原石である人材を対象に、経営者に求められる人間力を
強化する育成プログラムを実施します。プログラム（次世代
経営者育成プログラム）には国内外の経営者との対話や、社
外の専門家のコーチングによる自省的思考の促進などが含
まれ、経営者になる覚悟を醸成するとともに、資質の向上を
図ります。併せて、次のステップに進む人材を選抜します。
　次のステップは、事業における具体的な課題解決への挑
戦です（経営課題解決プログラム）。対象者は違う部門へ異
動するなどして自身の今までの経験や所掌を超え、実際の
経営課題の解決に取り組み、様々な経験を積みます。
　そこで鍛えられた人材をさらに絞り込み、最終候補者を
選定します。最終候補者には、エグゼクティブコーチングの
プロがメンタリティや考え方も含めてコーチングを行い、
行動変容を求めます。コーチングをしながら候補者の評価
も行われ、指名委員会に報告されます。
　社長の人材要件は、胆力といった経営者に求められる基
本的な要件に加え、その時々の経営の状況によって都度設

選定 選定

選定選定

選定

コーチング・
選定

6年間の育成・選定プロセス
1年目 2年目 3年目 4年目 5～6年目

次世代経営者育成
プログラム

経営課題解決
プログラム

経営課題解決
プログラム

原石探し① *

次世代経営者育成
プログラム

社長決定

* 人数はイメージです。

原石探し② *
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報酬委員会

委員数 3名（社外3名  ）
委員長の選任理由 企業経営全般に豊富な経験を有するとともに経営企画等にも精通、また上

場企業での社外役員経験が豊富であり、様々な業界における広範な知識を
活かして当社の報酬体系の検討においてリーダーシップを発揮していただ
くため。

2020年12月期開催回数 7回

澤部 肇
社外取締役 報酬委員会委員長

　報酬委員会は、取締役及び執行役の個人別の報酬等に関す
る方針や内容を決定するとともに、関係会社を含む役員報酬
体系に関わる取締役会への提言などを役割としています。

短期業績連動報酬における業績評価指標の変更
　当社は業績評価指標（全社・事業別）として営業利益額・率
を採用していましたが、ROIC経営及び中期経営計画達成の
促進のため、連結投下資本利益率（ROIC）、連結営業利益額
及びサービス&サポート（S&S）売上高に変更しました。ま
た、代表執行役社長を除く執行役が設定する個人別目標に
ついては、ROICツリーに関連したKey Performance 

Indicators（KPI）を設定する仕組みとしました。

非業務執行取締役の報酬体系の変更
　非業務執行取締役は、業務執行と完全に独立した立場で監
督機能の役割と責任を果たすことが期待されていることか
ら、報酬体系（基本報酬及び譲渡制限付株式報酬）を統一しま
した。これまで非業務執行社内取締役には基本報酬及び譲渡
制限付株式報酬に加えて業績連動による短期業績連動報酬
及び業績連動型株式報酬を支給していましたが、2021年12

月期より業績連動に係る報酬体系を廃止しました。

定する要件があります。それらの要件との適合性に加え、
コーチングの前後でどれだけ伸びたかといった柔軟性や伸
びしろなども踏まえて、最終的に指名委員会が社長となる
人物を選定します。
　2020年は、6年間の社長承継プランの2年目として、経営
課題を具体化して改革を主導する「中期経営計画ステアリ
ングコミッティ」を実施しました。まず2020年2月に当社
が策定した長期ビジョン「E-Vision2030」を達成するため

に何が必要であるかを検討した上で、その重点である“マー
ケットイン視点での事業開発”を、市場別チームを形成して
企画立案しました。指名委員会は、このプログラムの実行に
積極的に関与しモニタリングを行いました。今後、プログラ
ム参加メンバーの人事ローテーション等によるさらなる成
長を促す取り組みに対しても助言を行い、経営者候補人材
の育成を促進していきます。

高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス

取締役及び執行役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 短期業績連動報酬 ストックオプション 譲渡制限付株式報酬 業績連動型株式報酬 その他

人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額

取締役
（社外取締役
を除く）

154 3 98 2 24 3 △1 3 39 3 △5 ̶ ̶

社外取締役 109 8 102 ̶ ̶ 4 0 8 7 ̶ ̶ ̶ ̶
執行役 841 16 398 14 301 8 △5 15 77 16 35 1 32

合計 1,105 27 598 16 326 15 △6 26 124 19 29 1 32

（注） 1.  上記には、2020年12月31日現在の取締役及び執行役に対して当事業年度の在任期間に応じて支給された報酬等及び、2020年3月27日開催の第155
期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名及び同日開催の取締役会終結の時をもって退任した執行役2名に対して2020年1月から退任時ま
でに支給された報酬等の額を記載しています。

 2.  取締役を兼務する代表執行役社長に支給された報酬等については、執行役の欄に記載しています。
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 3.  執行役の報酬等の額には、子会社の役員を兼務している執行役が子会社から受け取った報酬額164百万円（基本報酬76百万円、短期業績連動報酬53
百万円、その他33百万円）を含めた総額を記載しています。

 4.  非業務執行の取締役（社外取締役を除く）の短期業績連動報酬は、全社業績の達成度合いを、執行役の短期業績連動報酬は、全社業績または事業業績に加
え、個人別の目標を設定し、その達成度合いを評価して、報酬委員会での審議を経て、個別の額を決定しています。

 5.  短期業績連動報酬は、2020年12月31日在任の取締役（社外取締役を除く）と執行役に対して、当事業年度を対象期間とした短期業績連動報酬（2021年
3月支給）の総額を記載しています。

 6.  2017年12月期をもってストックオプション制度を廃止し、2018年12月期からは譲渡制限付株式報酬制度及び業績連動型株式報酬制度を導入しています。
 7.  当事業年度はストックオプションの新たな付与を行っていませんが、過年度の付与分のうち当事業年度に費用計上すべき金額を記載しています。
 8.  譲渡制限付株式報酬は、当事業年度に付与した譲渡制限付株式報酬のほか、過年度に付与した譲渡制限付株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金

額を記載しています。
 9.  業績連動型株式報酬は、当事業年度に業績が確定し2020年5月支給及び2023年5月支給予定の業績連動型株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべ

き金額を記載しています。
 10.  その他は、マイケル・ローダイ氏が子会社より2023年に支給を受ける予定の業績連動型現金報酬のうち当事業年度に費用計上すべき27百万円及び当

該事業年度に支給を受けた年金拠出金4百万円の総額を記載しています。

報酬等の総額が1億円以上である役員の報酬等の種類別の額

氏名 会社区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 短期業績連動
報酬

ストック 
オプション

譲渡制限付 
株式報酬

業績連動型 
株式報酬 その他

代表執行役社長 
浅見 正男 当社 118 54 39 △0 16 9 ̶

執行役
マイケル・ローダイ

当社 21 ̶ 19 ̶ ̶ 2 ̶
エリオットグループ
ホールディングス
株式会社

106 39 31 ̶ ̶ 3 32

（注） 1.  短期業績連動報酬は、当事業年度を対象期間とした短期業績連動報酬（2021年3月支給）の総額を記載しています。
 2.  当事業年度はストックオプションの新たな付与を行っていませんが、過年度の付与分のうち当事業年度に費用計上すべき金額を記載しています。
 3.  譲渡制限付株式報酬は、当事業年度に付与した譲渡制限付株式報酬のほか、過年度に付与した譲渡制限付株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金

額を記載しています。
 4.  業績連動型株式報酬は、当事業年度に業績が確定し2020年5月支給及び2023年5月支給予定の業績連動型株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべ

き金額を記載しています。
 5.  その他は、マイケル・ローダイ氏が2023年に支給を受ける予定の業績連動型現金報酬のうち当事業年度に費用計上すべき27百万円及び当該事業年度

に支給を受けた年金拠出金4百万円の総額を記載しています。

非業績連動 82.3% 業績連動 17.7%

非業績連動 59.1% 業績連動 40.9%

非業績連動 59.5% 業績連動 40.5%

非業績連動 60.0% 業績連動 40.0%

非業績連動 100%

� 基本報酬　　� 譲渡制限付株式報酬（RS）　　� 短期業績連動報酬　　� 業績連動型株式報酬（PSU）

社外取締役

執行役
（株式報酬の比率が

0.2の場合）

執行役
（株式報酬の比率が

0.25の場合）

代表執行役社長

非業務執行の取締役
（社外取締役を除く） 

 90.9%  9.1%

57.1% 25.1% 14.3%

 3.4%

45.5% 13.6%  27.3% 13.6%

 47.6%  11.9% 28.6%  11.9%

50.0% 10.0% 30.0% 10.0%

取締役及び執行役の報酬の構成（業績連動報酬に係る目標達成率が100%の場合）
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監査委員会

委員数 3名（社外2名 　社内1名  ）
委員長の選任理由 国際金融分野における深い造詣と財務に関する豊富な知識を有しており、

企業経営全般の高い見識を当社の経営の監督に反映するとともに、監査委
員会の委員長としてリーダーシップを発揮していただくため。

2020年12月期開催回数 17回

橋本 正博
社外取締役 監査委員会委員長

　監査委員会は、当社及び当社の子会社の取締役・執行役ま
たは従業員などが法的義務及び社内規程を遵守しているか
について監査するとともに、長期ビジョン「E-Vision2030」
及び中期経営計画「E-Plan2022」といった取締役会の定め
た経営の基本方針及び中長期の経営計画などに従い、執行
役等が健全、公正妥当かつ効率的に業務を執行しているか
を監視し検証しています。

監査委員会構成の変更と委員会を支える体制の強化
　監査委員会が業務執行からの独立性を高めるとともに、
グループ全体の監査の実効性を確保するために監査体制の
見直しを行っています。具体的には、2021年3月26日開催
の定時株主総会及び取締役会において、監査委員会の委員
長は独立社外取締役とした上で監査委員の数を4名から 

3名（社外2名、社内1名）へと変更しました。また、2021年
1月から監査委員会管下の実査組織の増強及び内部監査部
門・子会社監査役との連携強化を行っています。
（1） 監査委員会管下の実査組織の増強及び内部監査部門と

の連携強化のため、監査委員会管下に監査部を新設し、
内部監査部門の部門長及び部員を監査部の兼務（9名）と
しています。

（2） 監査委員会と子会社監査役とのより緊密な連携を図る
ため、当社主要子会社（株式会社荏原エリオット及び荏
原環境プラント株式会社）の常勤監査役を監査委員会管
下の兼務（2名）としています。

（3） 企業集団の内部統制を監視・監督することの重要性か
ら、関係会社監査役候補者については、監査委員会の同
意を得た上で決定をするものとしています。

監査委員会の活動状況
経営執行責任者との対話
　代表執行役社長、事業部門責任者及びコーポレート部門
責任者と定期的に会合を持って、経営課題、事業リスク等に
関する執行部門の認識をヒアリングして共有するとともに
情報交換を行っています。

重要会議への出席
　監査の有効性・効率性の向上のため、経営会議、サステナ
ビリティ委員会、リスクマネジメントパネル等の重要会議
に出席し、迅速かつ的確に情報を把握するとともに、必要に
応じて執行部門への助言等を行っています。

往査
　国内外の事業所、営業拠点、子会社等を対象に往査を実施
するとともに、内部監査部門及び会計監査人が実施する監
査に必要に応じて立ち会うなど、当社及び企業集団におけ
る内部統制システムが有効に機能していることを確認して
います。

2020年12月期の主な検討事項
　年間の監査計画において、経常監査項目に加え、重点的に
監査を実施する項目を定めており、2020年12月期の主な
検討事項は下記のとおりでした。

•  執行役等の職務執行・法令遵守体制の監査
•  会計監査人の評価及び選解任議案並びに監査上の主要な検討
事項（KAM）

•  新型コロナウイルス影響下でのグループ内部統制の整備及び
運用状況

•  新収益認識基準の早期適用その他の重要会計事項に係る会計
処理の適切性

•  中期経営計画「E-Plan2022」におけるKPIの事業別進捗状況
及びその施策

高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス
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三様監査の充実
会計監査人との連携及び会計監査人の評価
　監査委員会は、会計監査人との連携に関し、会計監査人が
独立の立場を保持しかつ適正な監査を実施していることを
確認するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて定期的に及び随時報告を受けています。また、会計監
査人との会合を定期的に及び随時開催し、情報・意見交換を
行い、効率的な監査を実施しています。
　毎年度実施する会計監査人の再任適否の評価結果に基づ
き、会計監査人の適格性、独立性、総合的能力等を勘案し、
EY新日本有限責任監査法人を2021年12月期の会計監査
人として再任する旨の決定を行うとともに、その報酬につ
いて検討しました。

内部監査部門等との連携
　監査委員会は、内部監査部門及び内部統制、リスク管理、
コンプライアンスを担当する部門、グループ会社監査役等
と次のように連携を図っています。

•  内部監査部門が策定する内部監査計画に関する意見交換を含
む定期的及び随時の情報交換を行い、必要に応じて執行部門へ
の助言等を行っています。

•  内部統制、リスク管理及びコンプライアンスを担当する部門と
定期的及び随時の情報交換を行い、必要に応じて執行部門への
助言等を行っています。

•  子会社監査役を構成員としたグループ監査役連絡会を年2回
開催し、監査委員、内部監査部門及び内部統制、リスク管理、コ
ンプライアンスを担当する部門の長並びに経理財務部門長が
出席し情報の交換を図るとともに、必要に応じて子会社監査役
から事業の報告を受けています。

サステナビリティ推進体制

　取締役会は、当社グループが高度なESG経営を実践し、
SDGsをはじめとする社会課題の解決に事業を通じて持続
的に貢献し、社会・環境価値と経済価値を同時に向上させて
いくことで企業価値を向上させていくことができるよう、
長期の事業環境を見据えた経営方針を策定します。その推
進・実現のために、社会、環境並びに当社グループのサステ
ナビリティに資する活動の対応方針、戦略、目標及びKPIを
審議し、成果の確認及び見直しを行う業務執行会議体とし
て、サステナビリティ委員会を設置しています。本委員会
は、持続可能な社会・環境の実現と当社の中長期の企業価値
向上を両立させるサステナビリティについて議論すること

を目的としています。取締役会は、サステナビリティを経営
に関する重要な事項として適切に監督するため、非業務執
行の取締役のサステナビリティ委員会への陪席が推奨され
ており、非業務執行の取締役が必要に応じて助言等を行っ
ています。また、サステナビリティ委員会の審議内容を取締
役会に報告させ、取締役会がそれらの状況等を的確に捉え、
適切に監督できる体制を整備しています。
　2020年10月には機関投資家・証券アナリストの方を対象
とした第2回ESG説明会を開催し、代表執行役社長と取締役
会議長が登壇しました。議長は当社のガバナンスについて説
明するとともに、質疑応答にて投資家と対話を行いました。

業務執行体制

　執行役は取締役会決議により選任され、長期ビジョン
「E-Vision2030」及び中期経営計画「E-Plan2022」といった
取締役会の定める経営の基本方針及び中長期の経営計画な
どに沿って、取締役会から委任された業務執行を決定する
役割及び業務を執行する役割を担っています。現在の執行
役は男性14名（うち外国籍執行役1名）で構成されています
が、ダイバーシティ推進の観点から、将来的には女性執行役
の登用も視野に入れて検討しています。 

執行役の選任・解任プロセス
　指名委員会の審議を経て取締役会で決定した執行役選任

基準及び選任手続に基づき、指名委員会は、代表執行役社長
より選抜された執行役候補者について、執行役としてふさ
わしい資質・能力等を備えているかを審議し、審議結果を取
締役会へ提言します。取締役会は指名委員会からの審議結
果を受け決定します。
　なお、指名委員会は、各執行役（代表執行役社長を除く）の
業績評価結果が規程に定めた基準に未達の場合、特段の事
由がない限り当該執行役の再任について推奨しないことを
取締役会に提言します。
参 照  基本方針・体制

 https://www.ebara.co.jp/ir/governance/information/governance-policy.html

政策保有株式

　当社は、2020年6月までに全ての政策保有上場株式（退職給付信託に拠出している上場株式を含む）を売却しました。
参 照  政策保有株式　　　   https://www.ebara.co.jp/ir/governance/information/crossshare-holdings.html

https://www.ebara.co.jp/ir/governance/information/governance-policy.html
https://www.ebara.co.jp/ir/governance/information/crossshare-holdings.html
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高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

リスクマネジメント

主なリスクとリスクへの対策

　当社グループの事業等に関するリスクについて、長期ビ
ジョン「E-Vision2030」及び中期経営計画「E-Plan2022」の
策定にあたっては、中長期的な社会情勢や市場環境の変動
をシナリオプランニングによって分析しています。また、足
元の当社グループを取り巻くリスク状況が変化しているこ
とに対応して、全社リスクアセスメントを定期的に実施し
ています。
　全社リスクアセスメントでは、想定し得るリスク項目を
整理した中から、当社グループにとっての発生可能性、影響

度及び対策後の残存リスクを分析、事業責任者・部門責任者
へのアンケートとヒアリングによりリスク対応体制を再評
価し、主管部門を明確にして運用に反映しています。
　併せてリスク対応体制として、重要度に応じ全社的に対
応が必要な場合には代表執行役を本部長とする対策本部を
立ち上げ、全社で迅速に報告・連絡・判断ができるようにし
ています。
　なお、長期、短期、市場別で整理した主なリスクとその対
策は以下の通りです。

長期的トレンドとしての変動リスク
項目 リスク内容 当社の対策

地球環境・気候変動 以下のような事象により、事業環境に変化が発生
• 温暖化影響に伴う経済状況の変化
• 台風、山火事等の自然災害激甚化

•  長期的・多様なシナリオ分析に基づくリスクと
機会の予測と対策を実施

• 災害時の事業継続計画の準備・訓練
グローバル化の急速な進展 •  海外での取引や拠点管理における知見やマネジ

メントの不足により、想定外の損失や風評被害
が起こる可能性

• グループガバナンス・内部統制の徹底
• グローバルでの人材育成

日本国内の労働人口減少 •  製造業全般の後継人材の不足・サプライチェー
ンリスク

•  当社内において技術やノウハウが継受されずに
不具合を発生させるリスク

•  グローバルでの人材確保・サプライチェーン最
適化

• 属人化しない組織的な形式知化の推進

情報セキュリティ •  外部からのサイバー攻撃、自社や委託先での人
為的過失、自然災害やインフラ障害など不測の
事態により、重要な業務やサービスの停止、機密
情報・個人情報の漏洩、重要データの破壊・改ざ
んが発生する可能性

•  グループ内における情報セキュリティ管理体制
の構築

•  情報セキュリティに関する各種規程の制定・運
用、社員教育・訓練の実施

•  ソフトウェアや機器でのセキュリティ対策

基本的な考え方

　荏原グループの健全な存続と発展を阻むあらゆるリスク
を最小化するために、従来型の「発現した個別リスクへの対
応」を中心とした活動から、リスクを体系的に把握・評価し、
最小化するための対応策を講じるとともに、継続的にその
改善を図る活動に重点を移し、そのための体制を構築して
います。

参 照  リスクマネジメントの基本方針

  https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/ 
risk-management.html

リスクマネジメント体制図

取締役会

リスクマネジメントパネル
議長：代表執行役社長
メンバー：全執行役

専門部会
BCM（事業継続マネジメント）部会

情報セキュリティ部会

カンパニー
リスクマネジメント委員会

各子会社

荏原グループのリ
スクマネジメント
を統括し、総合的に
審議するとともに、
改善指導・支援を行
う機関。

リスク管理情報、リ
スクマネジメント
パネルの審議結果
を取締役会に報告。

個別の営業案件リ
スク・投融資損失リ
スクへの対応、リス
クマネジメント活
動の展開を行う。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/risk-management.html
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短期的なボラタイルリスク
項目 リスク内容 当社の対策

政治的要因 •  米中貿易摩擦の激化、中東の紛争、ブレグジット
等による景況や貿易への影響により事業活動上
の想定外の制約や費用が発生

•  リスクに鑑みたグローバルでのサプライチェー
ン・バリューチェーン構築

突発的な自然災害の発生や感染症
の拡大

以下の発生により、従業員等の人命被害や事業継
続・収益に支障をきたすリスク
• 地震、火山噴火等の発生
• 感染症の爆発的拡大

•  グローバルネットワークを活用した事業継続計
画の事前想定・準備

• 効率的かつ柔軟な働き方の促進
•  （感染症について）産業医と連携した感染予防・
拡大防止策の実施

為替変動 •  為替レートの変動による予測値と実績値の乖離
によるコスト増等の発生

•  為替予約や外貨借入等、適切な為替リスクヘッ
ジの実施

対面市場・当社事業別リスク
項目 リスク内容 当社の対策

石油・ガス市場：
風水力事業
（ポンプ事業・コンプレッサ・ター
ビン事業）

市況の変化による需要量、市場の寡占化による価
格水準等が大きく変動することで、急激な収益へ
の影響が発生
•  景気後退時に受注量や販売価格が下落し、生産
能力の余剰が発生する等、損益を圧迫

•  景気好転時にはサプライチェーン起因を含む生
産能力不足等が生じ、シェアを低下させるリスク

•  先行指標の確認等による、高い予測精度でのリ
ソース管理

•  リードタイム短縮や設計・製造の自動化等、効率
化による損益分岐点の低下

半導体市場：
精密・電子事業

国内建築設備市場：
風水力事業
（ポンプ事業・冷熱事業）

•  オリンピック終了後の需要減による市場縮小に
伴う収益悪化

•  製品開発による差別化、S&S事業への注力や業
務効率化によるコストダウン等による競争優位
性の確保

• グローバル市場へのリソースのシフト
•  継続的なコンプライアンス教育と内部監査の実施

国内公共事業：
環境プラント事業

•  国内の人口減少による、公共施設の統廃合によ
る受注減少

•  労働市場の縮小による、施設オペレーションの
人材不足の懸念

•  官製談合への巻き込まれなどによるコンプライ
アンス問題の発生

新型コロナウイルスへの対策

　当社グループにおける感染拡大防止と事業継続のため、
社長を本部長とする新型コロナウイルス感染対策本部を設
置し、グループの感染状況を週次で確認しながら、感染予防
策を継続的に講じています。また、可能な限りのリモート
ワークの導入などウィズコロナ期間における新しい働き方

を実践しています。各拠点では各国政府・地域の方針に準じ
て感染拡大防止に努めるとともに、職域でのワクチン接種
に参加するなど、社会や産業に製品・サービスを提供する企
業として、お客様の事業や生活への影響を最小限に抑える
べく事業活動を継続しています。

サイバーセキュリティ強化

　当社海外グループ会社において、2021年2月にランサム
ウェア *の攻撃を受けましたが、速やかに専門家を入れた調
査を行い、被害拡大防止策及び復旧施策を実施し、お客様や
社外の皆様には被害が及ぶことなく業務を復旧させること
ができました。当初は確認できなかったものの一部に認め
られた情報の漏洩は個別に対応を行い、お客様や社外の皆
様への影響は限定的であると判断しています。当社グルー
プでは、こうした事態の再発を防ぐためにグローバルでの

セキュリティレベルを緊急に見直し、セキュリティツール
の拡大導入、グローバルでのセキュリティ対応チームの強
化などの諸施策を実行しています。今後もサイバー攻撃の
増加・手口の高度化がさらに進むと思われる中、継続的にサ
イバーセキュリティを強化し、お客様への価値提供を止め
ない体制の確立に努めます。
*  ランサムウェア：感染したPCを操作不能にしたり、ファイルを暗号化したりすることによっ
て使用不能にした後、元に戻すことと引き換えに「身代金」を要求する不正プログラム。
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コンプライアンス

重点戦略項目と進捗状況

　腐敗防止プログラムに沿って、国内グループにおいては
公正かつ自由な競争の促進の再徹底に取り組み、海外グ
ループにおいては腐敗防止徹底をテーマに、海外での社外

通報窓口の増設や、腐敗防止eラーニングの海外子会社全体
への拡大に取り組みました。

基本的な考え方

　ステークホルダーから信頼される良き企業市民であるた
めに、荏原グループの全従業員が「荏原らしさ」及び行動基
準を共通のアイデンティティと価値観として共有し、法令
遵守のみならず、社内規程、社会規範、常識・良識を含めて
誠実に実践することを基本方針としています。コンプライ
アンス意識の浸透をベースとしたリスク管理指針に基づい
て、リスクを予見し未然に防止する体制の構築と、働きやす
く風通しの良い職場環境の整備に努めています。

参 照  荏原グループ行動基準

  https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/ 
ebara-identity.html

参 照  コンプライアンス体制

  https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/ 
compliance.html

重点戦略項目 重点施策 進捗

荏原グループの
コンプライアンス徹底
を図るための体制
及び施策の整備

腐敗防止プログラムのグループ展開 •  グループ会社の関連規程整備状況のモニタリング及び対応を指示
• 海外子会社全体を対象に、全38社に網羅的な腐敗防止eラーニングを導入
•  腐敗防止の観点から第三者管理に対応した、グループ会社向け新ガイドラ
インを展開中

海外荏原グループ・ホットライン
の開設

•  社外相談窓口未設置の海外グループ会社に運用を拡大 
（2020年12月期：19社（新規2社）） 
中国：10社（うち新規1社） 
ベトナム：1社 
インドネシア：2社 
タイ：2社 
フィリピン：1社 
ブラジル：1社 
コロンビア：1社 
シンガポール：1社（新規）

•  2020年12月期相談実績：1件
グループ全体へのコンプライアン
ス意識の徹底

•  荏原グループ・コンプライアンス連絡会（国内グループ会社、中国グルー
プ会社）の開催数を年1回から2回に増やし、グループ間での情報発信・共
有を強化

•  荏原らしさに関する研修を全従業員に実施 
（国内グループ会社受講率：99.4%、海外グループ会社受講率：90.3%）

荏原グループの
自浄作用の向上及び
リスク低減を図るため
の継続的取り組み

相談案件への早期対応による不祥
事の未然防止、早期発見・対応

•  2020年12月期相談実績：44件
•  相談案件が増加傾向等、リスクが高いと判断した部門やカンパニーなどに
対して、研修・教育を実施

職場の身近な相談窓口としてのコ
ンプライアンス・リエゾン委員制
度の強化

•  リエゾン委員94名（荏原50名、グループ会社44名）の教育
•  リエゾン委員とのコミュニケーションを強化
　1.  一体化した相談案件への取り組み 
（2020年12月期実績：2件）

　2. リエゾン委員主体の相談案件解決の推進

荏原グループとして
人権と多様性を尊重し
働きやすい職場を
つくるための取り組み

専任部門員、リエゾン委員の活動
を活用した、職場への人権と多様
性尊重の意識の浸透

•  人権方針の策定と人権課題の対応のための体制を整備
•  人権啓発コンテンツをイントラネットに掲載（人権教育、人権週間、人権啓
発標語の募集等）

•  グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン、東京人権啓発企業連
絡会など、社外団体への参画を継続

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/ebara-identity.html
https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/compliance.html
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重点戦略の取り組み

人権の尊重
ハラスメント対策に向けた取り組み
　人権啓発やハラスメントをはじめとする人権問題への対
応はコンプライアンス推進活動の一部と位置付け、コンプ
ライアンス推進部門が専任部門として対応しています。働
きやすい職場づくりや、問題点を社内で自主的に改善する
力を高めるために相談窓口を整備し、利用方法などの周知
徹底に努めています。

参 照  人権尊重の基本方針・人権に関する体制

  https://www.ebara.co.jp/sustainability/social/information/respect.html

　国内グループにおいては、各グループ会社内にコンプラ
イアンス相談窓口を整備し、相談案件の発生場所（本社、グ
ループ会社）ごとに対応しています。
　また、海外グループにおいては、グループ全体の透明性向
上、各社内部通報制度の補強に寄与し、健全な自立運営をサ
ポートする「海外荏原グループ・ホットライン」の強化を引
き続き進めています。

コンプライアンス相談窓口方針

① 不祥事の未然防止
② 不祥事の早期発見
③ 働きやすい職場づくり
④ 問題点を社内で自主的に改善する力を高める
⑤ 秘密保持と相談者保護の徹底

　相談は、役員、従業員とその家族、当社グループ内で就労
している派遣社員、取引先等から広く受け付けています。相
談受付後、社内コンプライアンス部門が調査を行い、調査結
果に基づき適切に処理しています。毎年、運用状況を取締役
が陪席するサステナビリティ委員会で報告し、適切な監督
を受けています。海外荏原グループ・ホットライン経由の相
談は、2020年12月期は全体の相談件数44件のうち1件、
2019年12月期は49件のうち2件でした。
　なお、2020年12月期内の調査完了件数は43件（内訳：職
場環境・トラブル等に関する相談が10件、不適切行為に関
する相談が11件、不正・違反に関する相談が1件、ハラスメ
ントの疑義がある相談は6件、その他15件）です。2020年
12月期より、不適切な行為が確認できなかったものは、「職
場環境・トラブル」ではなく、「その他」のカテゴリーとした
ため、「その他」が増加しました。

国内コンプライアンス相談窓口　2020年12月期運用実績
2020年12月期　相談件数

新規相談件数 44

前期継続件数 13

2021年12月期継続調査件数 14

2020年12月期調査完了件数 43

　今後も様々なリスク情報を可及的速やかに把握し、被害
の発生・拡大防止（特に自浄作用による違法行為の是正）を
図るための施策を行っていきます。

腐敗防止
海外腐敗防止研修の定期実施
　腐敗防止プログラムのグループへの展開・運用を定着さ
せるため、腐敗リスクの高い地域に所在する海外子会社を
対象に開始した腐敗防止eラーニングを、2019年12月期よ
り海外子会社全体に拡大し、年次で継続しています。海外公
務員との接触機会がある等、腐敗リスクを認識すべき対象者
（マネジメントや営業部門）に、網羅的に研修を実施してい
ます。なお、研修の実施時期を変更したため、2019年12月
期の研修は2020年12月期に完了しており、2021年6月現
在では2021年12月期の研修を実施中です。

腐敗防止研修の受講実績
2019/12～2020/12 2021/12

対象社数 36 38

対象者数 1,946 1,940

受講率 100.0%* 2021年7月完了予定

*  2019年10月開始。2019年12月期時点の受講率は86％。2020年9月に
完了。

参 照  腐敗防止基本方針・腐敗防止プログラム

  https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/ 
anti-corruption.html

海外荏原グループ・ホットラインの拡充
　2020年12月期は、適用会社を19社まで増やしました。
今後、適用エリア拡大と窓口運用の充実を図る予定です。

海外荏原グループ・ホットラインの設置数（累計）
2017/3 2017/12 2018/12 2019/12 2020/12

適用会社数合計 7 10 15 17 19

https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/anti-corruption.html
https://www.ebara.co.jp/sustainability/social/information/respect.html
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高度なESG経営の実践：G（ガバナンス）

執行役
（2021年3月26日現在）

1986年 4月 当社入社
2010年  4月  当社執行役員
2011年  4月   当社精密・電子事業カンパニー営業統括部長
2014年  4月  当社常務執行役員
2015年  6月  当社執行役常務
2016年  4月  当社精密・電子事業カンパニープレジデント
2019年  3月   当社取締役（現在） 

当社代表執行役社長（現在）

浅見 正男
代表執行役社長

1984年 4月 当社入社
2006年 4月  当社精密・電子事業カンパニー精密機器事業部長
2008年 4月 当社執行役員
2011年 4月 当社常務執行役員
2013年 4月  当社風水力機械カンパニー 

技術生産統括標準ポンプ事業統括部長
2013年 6月 当社取締役
2014年 4月  当社風水力機械カンパニー標準ポンプ事業統括
2015年 6月  当社執行役常務 

当社風水力機械カンパニー冷熱事業担当（現在）
2017年 4月  当社風水力機械カンパニー標準ポンプ事業部長
2018年 3月  当社取締役 

当社執行役専務 
当社風水力機械カンパニープレジデント（現在）

2020年 3月 当社執行役（現在）

野路 伸治 
執行役
風水力機械カンパニー 
プレジデント 兼 冷熱事業担当

1983年 4月 当社入社
2011年 4月 当社執行役員
2017年 4月  当社風水力機械カンパニー企画管理技術統括部長
2018年 3月  当社執行役 

当社風水力機械カンパニー標準ポンプ事業部長（現在） 
荏原機械（中国）有限公司董事長（現在）

2019年 3月 当社執行役常務
2020年 3月 当社執行役（現在）

沖山 喜明 
執行役
風水力機械カンパニー  
標準ポンプ事業部長 兼
荏原機械（中国）有限公司 董事長

1985年 4月 当社入社
2008年 4月  当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括 

グローバルソーシング室長
2011年 4月  当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括 

カスタムポンプ調達統括部長
2013年 4月 当社執行役員
2015年 4月  当社風水力機械カンパニー企画管理技術統括 

中国・東アジア地域統括部副統括部長 
嘉利特荏原ポンプ業有限公司董事長（現在）

2016年 4月  当社風水力機械カンパニー企画管理技術統括 
中国・東アジア地域統括部長

2019年 1月  当社風水力機械カンパニー産業ポンプ事業部長
2019年 10月  当社執行役常務 

当社風水力機械カンパニー 
カスタムポンプ事業部長（現在）

2020年 1月 荏原機械淄博有限公司董事長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

山田 秀喜 
執行役
風水力機械カンパニー カスタム
ポンプ事業部長 兼
嘉利特荏原ポンプ業有限公司  
董事長 兼
荏原機械淄博有限公司 董事長

1984年 4月 当社入社
2011年 4月  当社執行役員 

当社風水力機械カンパニー国内事業統括副統括
2016年 6月  当社執行役（現在） 

当社風水力機械カンパニー国内事業統括
2017年 4月  当社風水力機械カンパニーシステム事業部長（現在）

喜田 明裕 
執行役
風水力機械カンパニー システム
事業部長

2016年 4月  エリオットグループホールディングス株式会社COO 
Elliott Company COO

2019年 1月  エリオットグループホールディングス株式会社 
取締役CEO（現在） 
Elliott Company CEO（現在）

2020年 3月  当社執行役（現在） 
当社風水力機械カンパニー 
コンプレッサ・タービン事業担当（現在）

マイケル・ローダイ 
執行役
風水力機械カンパニー  
コンプレッサ・タービン事業担当 
兼 エリオットグループ 
ホールディングス株式会社 
取締役CEO 兼 
Elliott Company CEO
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1981年 4月 当社入社
2008年 4月 当社執行役員
2008年 10月 当社経営企画統括部長
2010年 4月 当社常務執行役員
2011年 4月  当社風水力機械カンパニー海外マーケティング統括
2012年 4月  当社風水力機械カンパニーバイスプレジデント 兼 海外事業統括
2012年 6月 当社取締役
2013年 4月 当社風水力機械カンパニープレジデント
2014年 4月 当社専務執行役員
2015年 6月 当社執行役専務
2018年 3月  当社環境事業カンパニープレジデント（現在） 

荏原環境プラント株式会社代表取締役社長
2019年 1月 荏原環境プラント株式会社代表取締役会長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

大井 敦夫 
執行役
環境事業カンパニー 
プレジデント 兼
荏原環境プラント株式会社 
代表取締役会長

1986年 4月 当社入社
2013年 4月  当社精密・電子事業カンパニー新事業推進統括部長
2014年 4月 当社執行役員
2019年 3月  当社執行役専務 

当社精密・電子事業カンパニープレジデント（現在）
2020年 3月  当社執行役（現在）

戸川 哲二 
執行役
精密・電子事業カンパニー 
プレジデント

1994年 4月 当社入社
2009年 4月 当社執行役員
2011年 4月  当社精密・電子事業カンパニーCMP事業部長
2016年 6月 当社執行役（現在）
2020年 1月  当社精密・電子事業カンパニー装置事業部長（現在）

勝岡 誠司 
執行役
精密・電子事業カンパニー  
装置事業部長

1990年 4月 当社入社
2008年 10月  Ebara Pumps Europe S.p.A. Managing Director
2017年 4月  当社風水力機械カンパニー標準ポンプ事業部 

グローバル営業推進部長
2018年 3月  当社執行役（現在） 

当社グループ経営戦略統括部長
2019年 3月 当社人事統括部長
2020年 1月 当社グループ経営戦略・人事統括部長（現在）

永田 修 
執行役
グループ経営戦略・人事統括部長

2014年 9月 当社入社
2018年 1月 当社内部統制・リスク管理統括部長
2018年 3月  当社執行役（現在） 

当社法務・総務・内部統制・リスク管理統括部長（現在）

中山 亨 
執行役
法務・総務・内部統制・ 
リスク管理統括部長

1993年 10月 当社入社
2015年 4月 当社ガバナンス推進統括部長
2016年 4月  エリオットグループホールディングス株式会社 DVP 

Elliott Company　DVP
2018年 1月  エリオットグループホールディングス株式会社 VP 

Elliott Company VP
2019年 1月 エリオットグループホールディングス株式会社　取締役
2021年 3月  当社執行役（現在） 

当社経理財務統括部長（現在）

細田 修吾
執行役
経理財務統括部長

2014年  4月  株式会社LIXIL CIO執行役員 IT推進本部長
2015年 12月   株式会社LIXIL 上席執行役員CIO 兼 情報システム本部長
2018年 7月  株式会社資生堂 グローバル ICT副本部長 

兼 ICT戦略・プラットフォーム部長
2018年 12月 当社入社
2019年 4月 当社情報通信統括部長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

小和瀬 浩之 
執行役
情報通信統括部長

1987年 4月 当社入社
2015年 4月  当社執行役員 

当社精密・電子事業カンパニー技術統括部長（現在）
2017年 4月 当社技術・研究開発統括部長
2019年 3月  当社執行役（現在） 

当社技術・研究開発・知的財産担当（現在）

曽布川 拓司 
執行役
技術・研究開発・知的財産担当 兼
精密・電子事業カンパニー 
技術統括部長
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コーポレートデータ

財務・非財務ハイライト
株式会社荏原製作所及び連結子会社（2015年3月期～2019年12月期）決算期の変更に伴い、2017年12月期は9か月間の変則決算となっています。
P.77-90の財務数値は日本基準ベースで記載しています。

財務指標

ROIC*1／ROE*2 営業利益／営業利益率
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■ 営業利益（左軸）          営業利益率（右軸）
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最重要経営指標であるROIC（日本基準）の2020年12月期は6.6%
で、前年実績及び計画を上回りました。ROE（日本基準）も同様に、
前年実績を上回りました。IFRS移行に伴い、中期経営計画
「E-Plan2022」の最終年度目標は、ROICが8.0%から7.6%、
ROEは11.0%以上が11.2%以上にそれぞれ変更されています。

2020年12月期の売上高営業利益率は7.2%と、計画及び前年実
績を上回りました。風水力事業の売上高営業利益率が5.3%から
6.3%に改善したことによるもので、同事業のコンプレッサ・ター
ビン事業が5.1%から7.8%、冷熱事業が4.9%から5.8%に向上
したことが寄与しました。

資本的支出／減価償却費／研究開発費 1株当たり配当金 *3／連結配当性向 *4

400

■ 資本的支出　■ 減価償却費　■ 研究開発費

300

100

200

0

（億円） 

2016/3 2017/3 2017/12 2018/12 2019/12 2020/12

322億円

159億円
125億円

100

■ 1株当たり配当金（左軸）          連結配当性向（右軸）
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2020年12月期は、全社へのERP導入のほか、コンプレッサ・ター
ビン事業でLNG向けクライオポンプのテストスタンドの建設、精
密・電子事業ではドライ真空ポンプの自動化工場の本格稼働に向
けた設備投資など、積極的な成長投資を実行しました。

株主還元については、連結配当性向35%以上を目標に、かつ連結
自己資本配当率（DOE）2.0%以上を確保する方針としています。

自己資本 *5／自己資本比率 有利子負債／D/Eレシオ
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■ 自己資本（左軸）          自己資本比率（右軸）
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761億円
0.26倍

2020年12月期末の自己資本比率は前期と同様に47.7%となり、
安定的に推移しています。

2020年12月期末のD/Eレシオは0.26倍となり、E-Plan2022期
間の計画である0.3～0.5倍（日本基準）を下回る水準で推移して
います。
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*1. ROIC：親会社株主に帰属する当期純利益÷ {有利子負債（期首期末平均）＋自己資本（期首期末平均）}
*2. ROE：親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期首期末平均）
*3.  2016年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しました。1株当たり配当金は、2015年3月期初に株式併合が行われたと仮定して
調整した金額です。

*4.  2017年3月期の年間配当金36円（うち中間配当金6円）は、株式併合後に換算すると、中間配当金30円、期末配当金30円を合わせた1株当たり60円に相当
します。そのため連結配当性向は配当金を60円として計算しています。

*5. 自己資本：純資産－（新株予約権＋非支配株主持分）
*6. 荏原製作所単体
*7. 荏原グループ国内連結
*8. 当社及び国内グループ会社（連結）における、スコープ1とスコープ2の合算値です。目標基準年を2001年3月期とし、排出係数は2000年時点の地球温暖化
対策推進法施行令における0.357kg/kWhを適用しています。

*9. 2016年3月期より2017年3月期まで荏原及び国内グループ会社の集計値。2017年12月期より海外グループ会社を含む集計値となっています。

非財務指標

E-Vison2030社会・環境価値目標の進捗

女性従業員新卒採用比率／外国籍従業員新卒採用比率*6 全災害度数率（TRIR）*7
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荏原グループは、ダイバーシティがイノベーションの鍵になると
考えています。多様な背景を持つ人材を採用することは事業活動
のパフォーマンス向上につながります。2020年12月期は、新卒
採用者117名のうち女性30名（25.6%）、外国籍18名（15.4%）を
採用しました。それぞれKPIの達成基準を上回っています。

全災害度数率（国内連結）を2023年までに0.80以下とすることを
目標にしています。2020年12月期は、各事業所への労働安全コ
ンサルタントによるリスクサーベイ・安全文化診断・労災事故分
析を実施しました。今後も労災再発防止対策フォロー体制、リス
ク管理、安全作業指導の人材育成などの施策を実施していきます。

CO2排出量（スコープ1＋2）*8 水使用量 *9
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2020年12月期までの環境目標では、CO2排出量の継続的削減に
向けて設備更新、購入電力の低CO2化を進めましたが、事業活動
の増加によって排出総量は増加しました。2030年までの「環境目
標2030」では、CO2排出量（スコープ1+2）の2018年比26%削減
を目指します。

漏水対策、純水製造における原水の再利用などの取り組みの結果、
2020年12月期までの目標「水使用量を2000年度比30％削減」
を達成しました。環境目標2030の成果目標としては、グループ内
の事業活動における水の使用量を最大限合理的なものとし、水使
用原単位で前期値を超えないようにすることを掲げています。

低GWP化製品の販売による温室効果ガス使用削減 
（冷熱事業）

2020/12実績：CO2相当削減量 20,600トン／年

ごみ発電による再生可能エネルギーの取扱量 
（環境プラント事業）

2020/12 実績：140,163 MWh

冷熱事業では、E-Plan2022の非財務KPIの一つに「低GWP化製
品の販売による温室効果ガス使用の削減」を掲げ、2022年12月
期の目標をCO2相当削減量33,000トン／年としています。2020
年12月期は新冷媒ターボ冷凍機のシリーズ拡充、冷媒レトロ
フィット技術の開発、市場投入などを行いました。

環境プラント事業では、E-Plan2022の非財務KPIの一つとして
「ごみ発電による再生可能エネルギーの発電」を設定し、2022年
12月期の目標を130,000 MWhとしています。2020年12月期は、
電力の地産地消に対する当社の取り組みなどが自治体より評価さ
れた結果、目標値を上回る契約電力量を達成しました。
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11か年データ
株式会社荏原製作所及び連結子会社（2011年3月期～2020年12月期）決算期の変更に伴い、2017年12月期は9か月間の変則決算です。
荏原グループは2021年12月期決算より、財務情報の国際的な比較可能性の向上を目的として、従来の日本基準に替えて国際財務報告基準（IFRS）に移行しました。

単位：百万円 単位：千米ドル *1

2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/12*2 2018/12 2019/12 2020/12 2020/12

経営成績：
　受注高 ¥430,992 ¥394,921 ¥428,540 ¥512,276 ¥487,553 ¥491,280 ¥ 477,956 ¥ 413,569 ¥ 575,576 ¥ 552,225 ¥ 511,921 $4,946,097
　売上高 401,675 412,076 426,302 448,657 482,699 486,235 476,104 381,993 509,175 522,424 523,727 5,060,164
　営業利益 31,541 23,266 25,084 32,194 34,567 38,011 29,995 18,115 32,482 35,298 37,879 365,981
　経常利益 28,750 21,086 25,663 31,311 36,258 36,471 28,464 16,529 31,281 35,571 36,859 356,126
　親会社株主に帰属する当期純利益 28,191 2,889 15,303 18,973 23,580 17,254 20,587 9,531 18,262 23,349 24,473 236,454
　減価償却費 13,523 12,764 12,355 12,117 13,038 11,610 13,739 11,923 15,266 15,132 15,963 154,232
　資本的支出 8,189 12,316 12,302 18,152 15,846 15,729 22,675 12,386 19,364 34,364 32,295 312,029
　研究開発費 4,066 3,827 5,025 6,465 6,754 7,632 8,758 7,218 10,698 11,530 12,514 120,908
財政状態：*3

　総資産 *4 ¥507,898 ¥488,964 ¥504,576 ¥530,211 ¥570,392 ¥579,860 ¥ 588,457 ¥ 612,919 ¥ 591,582 ¥ 595,239 ¥ 621,578 $6,005,585
　純資産 154,939 154,653 191,788 215,048 247,553 250,444 277,509 284,788 286,778 291,827 304,470 2,941,739
　自己資本 *5 151,950 151,060 186,885 208,037 239,058 241,016 271,356 277,955 279,640 283,651 296,232 2,862,145
　有利子負債 160,412 143,617 138,914 119,672 121,500 120,126 96,531 114,592 79,137 80,986 76,143 735,681
　利益剰余金 40,759 41,750 53,886 70,629 91,815 102,446 117,883 121,321 135,715 141,675 156,486 1,511,942
キャッシュ・フロー：
　営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  26,604 ¥  12,588 ¥  34,014 ¥  26,615 ¥  11,296 ¥  21,528 ¥   33,816 ¥   44,157 ¥   34,610 ¥   26,720 ¥   64,234 $   620,618
　投資活動によるキャッシュ・フロー 10,996 (8,837) (33,130) 3,540 (15,894) (14,344) (18,563) (7,906) (15,927) (24,077) (29,071) (280,879)
　財務活動によるキャッシュ・フロー (14,096) (19,997) 3,265 (25,336) (7,044) (9,655) (15,102) 11,296 (46,412) (20,188) (9,628) (93,024)
　フリー・キャッシュ・フロー 37,601 3,750 883 30,155 (4,597) 7,184 15,252 36,250 18,682 2,643 35,163 339,739
　現金及び現金同等物残高（期末） 104,002 87,294 93,792 102,341 95,604 91,185 90,683 139,102 110,556 93,351 120,544 1,164,676
株式情報：*6

　発行済株式総数（千株） 459,245 422,899 465,118 465,187 465,644 466,044 101,736 101,783 101,957 95,129 95,391
　配当金（円及び米ドル） ¥      5.00 ¥      5.00 ¥      5.00 ¥      7.50 ¥    12.00 ¥    12.00 ¥     36.00 ¥     45.00 ¥     60.00 ¥     60.00 ¥     90.00 $       0.870
　総還元性向（%）*7 7.5 73.0 13.9 18.4 23.6 32.3 28.1 48.0 60.5 88.8 35.0
　EPS（1株当たり当期純利益）（円及び米ドル）*8 ¥    66.78 ¥      6.85 ¥    35.93 ¥    40.86 ¥    50.77 ¥    37.12 ¥   213.71 ¥     93.84 ¥   179.94 ¥   241.79 ¥   256.85 $       2.482
　BPS（1株当たり純資産）（円及び米ドル）*8 360.01 357.79 402.41 448.05 514.38 518.16 2,672.19 2,735.94 2,795.72 2,981.91 3,106.10 30.011
経営指標：
　ROIC（%）*9 9.1 1.0 4.9 5.8 6.9 4.8 5.6 2.5 4.9 6.5 6.6
　ROE（%）*10 20.0 1.9 9.1 9.6 10.5 7.2 8.0 3.5 6.6 8.3 8.4
　D/Eレシオ（倍） 1.06 0.95 0.74 0.58 0.51 0.50 0.36 0.41 0.28 0.29 0.26
　売上高営業利益率（%） 7.9 5.6 5.9 7.2 7.2 7.8 6.3 4.7 6.4 6.8 7.2
　自己資本比率（%） 29.9 30.9 37.0 39.2 41.9 41.6 46.1 45.3 47.3 47.7 47.7
　海外売上高比率（%） 44.1 44.0 50.6 52.8 53.6 52.2 52.7 60.1 55.0 55.3 55.0
主要な非財務指標：
　従業員数（人） 14,007 14,695 15,170 15,168 16,030 16,270 16,317 16,219 16,556 17,080 17,480
　　うち海外従業員数 6,081 6,816 7,264 7,336 8,165 8,438 8,319 8,343 8,678 9,148 9,404
　　うち海外従業員比率（%） 43 46 48 48 51 52 51 51 52 54 54
　CO2排出量（千 t）*11、*12 42 41 39 37 39 38 52 70 116 111 111
　マテリアルリサイクル率（%）*11 96.7 98.6 98.6 92.6 98.7 97.2 98.8 98.0 96.3 97.9 97.5
　　最終埋立処分率（%） 2.6 1.2 1.2 7.0 1.1 2.3 0.9 1.6 2.8 1.7 1.9
　水使用量（千m3）*11 576 574 608 628 555 631 623 852 992 1,053 1,153

*1. 米ドルの数値は、2020年12月30日の為替レート1米ドル103.50円で換算したものを便宜上記載しています。
*2.  2017年6月23日開催の第152期定時株主総会決議により、決算期を3月31日から12月31日に変更しました。従って、2017年12月期は2017年4月1日
から2017年12月31日の9か月間となっています。2017年12月期においては、当社及び3月決算であった連結子会社は4月1日から12月31日までの 
9か月間、12月決算である連結子会社は1月1日から12月31日までの12か月間をそれぞれ連結対象期間としています。

*3.  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）等を2019年12月期の期首から適用しており、2018年12月期に係る
数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

*4.  2017年3月期において、2016年3月期に行われた企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2016年3月期の総資産について暫定的な会計処
理の確定の内容を反映させています。

*5. 自己資本：純資産–（新株予約権＋非支配株主持分）
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単位：百万円 単位：千米ドル *1

2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/12*2 2018/12 2019/12 2020/12 2020/12

経営成績：
　受注高 ¥430,992 ¥394,921 ¥428,540 ¥512,276 ¥487,553 ¥491,280 ¥ 477,956 ¥ 413,569 ¥ 575,576 ¥ 552,225 ¥ 511,921 $4,946,097
　売上高 401,675 412,076 426,302 448,657 482,699 486,235 476,104 381,993 509,175 522,424 523,727 5,060,164
　営業利益 31,541 23,266 25,084 32,194 34,567 38,011 29,995 18,115 32,482 35,298 37,879 365,981
　経常利益 28,750 21,086 25,663 31,311 36,258 36,471 28,464 16,529 31,281 35,571 36,859 356,126
　親会社株主に帰属する当期純利益 28,191 2,889 15,303 18,973 23,580 17,254 20,587 9,531 18,262 23,349 24,473 236,454
　減価償却費 13,523 12,764 12,355 12,117 13,038 11,610 13,739 11,923 15,266 15,132 15,963 154,232
　資本的支出 8,189 12,316 12,302 18,152 15,846 15,729 22,675 12,386 19,364 34,364 32,295 312,029
　研究開発費 4,066 3,827 5,025 6,465 6,754 7,632 8,758 7,218 10,698 11,530 12,514 120,908
財政状態：*3

　総資産 *4 ¥507,898 ¥488,964 ¥504,576 ¥530,211 ¥570,392 ¥579,860 ¥ 588,457 ¥ 612,919 ¥ 591,582 ¥ 595,239 ¥ 621,578 $6,005,585
　純資産 154,939 154,653 191,788 215,048 247,553 250,444 277,509 284,788 286,778 291,827 304,470 2,941,739
　自己資本 *5 151,950 151,060 186,885 208,037 239,058 241,016 271,356 277,955 279,640 283,651 296,232 2,862,145
　有利子負債 160,412 143,617 138,914 119,672 121,500 120,126 96,531 114,592 79,137 80,986 76,143 735,681
　利益剰余金 40,759 41,750 53,886 70,629 91,815 102,446 117,883 121,321 135,715 141,675 156,486 1,511,942
キャッシュ・フロー：
　営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  26,604 ¥  12,588 ¥  34,014 ¥  26,615 ¥  11,296 ¥  21,528 ¥   33,816 ¥   44,157 ¥   34,610 ¥   26,720 ¥   64,234 $   620,618
　投資活動によるキャッシュ・フロー 10,996 (8,837) (33,130) 3,540 (15,894) (14,344) (18,563) (7,906) (15,927) (24,077) (29,071) (280,879)
　財務活動によるキャッシュ・フロー (14,096) (19,997) 3,265 (25,336) (7,044) (9,655) (15,102) 11,296 (46,412) (20,188) (9,628) (93,024)
　フリー・キャッシュ・フロー 37,601 3,750 883 30,155 (4,597) 7,184 15,252 36,250 18,682 2,643 35,163 339,739
　現金及び現金同等物残高（期末） 104,002 87,294 93,792 102,341 95,604 91,185 90,683 139,102 110,556 93,351 120,544 1,164,676
株式情報：*6

　発行済株式総数（千株） 459,245 422,899 465,118 465,187 465,644 466,044 101,736 101,783 101,957 95,129 95,391
　配当金（円及び米ドル） ¥      5.00 ¥      5.00 ¥      5.00 ¥      7.50 ¥    12.00 ¥    12.00 ¥     36.00 ¥     45.00 ¥     60.00 ¥     60.00 ¥     90.00 $       0.870
　総還元性向（%）*7 7.5 73.0 13.9 18.4 23.6 32.3 28.1 48.0 60.5 88.8 35.0
　EPS（1株当たり当期純利益）（円及び米ドル）*8 ¥    66.78 ¥      6.85 ¥    35.93 ¥    40.86 ¥    50.77 ¥    37.12 ¥   213.71 ¥     93.84 ¥   179.94 ¥   241.79 ¥   256.85 $       2.482
　BPS（1株当たり純資産）（円及び米ドル）*8 360.01 357.79 402.41 448.05 514.38 518.16 2,672.19 2,735.94 2,795.72 2,981.91 3,106.10 30.011
経営指標：
　ROIC（%）*9 9.1 1.0 4.9 5.8 6.9 4.8 5.6 2.5 4.9 6.5 6.6
　ROE（%）*10 20.0 1.9 9.1 9.6 10.5 7.2 8.0 3.5 6.6 8.3 8.4
　D/Eレシオ（倍） 1.06 0.95 0.74 0.58 0.51 0.50 0.36 0.41 0.28 0.29 0.26
　売上高営業利益率（%） 7.9 5.6 5.9 7.2 7.2 7.8 6.3 4.7 6.4 6.8 7.2
　自己資本比率（%） 29.9 30.9 37.0 39.2 41.9 41.6 46.1 45.3 47.3 47.7 47.7
　海外売上高比率（%） 44.1 44.0 50.6 52.8 53.6 52.2 52.7 60.1 55.0 55.3 55.0
主要な非財務指標：
　従業員数（人） 14,007 14,695 15,170 15,168 16,030 16,270 16,317 16,219 16,556 17,080 17,480
　　うち海外従業員数 6,081 6,816 7,264 7,336 8,165 8,438 8,319 8,343 8,678 9,148 9,404
　　うち海外従業員比率（%） 43 46 48 48 51 52 51 51 52 54 54
　CO2排出量（千 t）*11、*12 42 41 39 37 39 38 52 70 116 111 111
　マテリアルリサイクル率（%）*11 96.7 98.6 98.6 92.6 98.7 97.2 98.8 98.0 96.3 97.9 97.5
　　最終埋立処分率（%） 2.6 1.2 1.2 7.0 1.1 2.3 0.9 1.6 2.8 1.7 1.9
　水使用量（千m3）*11 576 574 608 628 555 631 623 852 992 1,053 1,153

 *6. 2016年10月1日付で当社普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しました。
 *7.  2017年3月期の年間配当金36円（うち中間配当金6円）は、株式併合後に換算すると、中間配当金30円、期末配当金30円を合わせた1株当たり60円に相

当します。そのため総還元性向は配当金を60円として計算しています。
 *8. 1株当たり当期純利益は自己株式を除く期中平均株式数に基づき、1株当たり純資産は自己株式を除く期末発行済株式数に基づき計算しています。
 *9. ROIC：親会社株主に帰属する当期純利益÷ {有利子負債（期首期末平均）＋自己資本（期首期末平均）}
*10. ROE：親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期首期末平均）
*11. 2011年3月期より2017年3月期まで荏原及び国内グループ会社の集計値。2017年12月期より海外グループ会社を含む集計値となっています。
*12.  排出係数は、2011年3月期より2016年3月期まで 2000年値（0.357㎏ /kWh)を適用、2017年3月期より電気事業者別排出係数（環境省・経済産業省_公表）

を適用しています。
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財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

経営成績に関する分析

　2020年12月期における世界経済は、新型コロナウイル
ス感染症の世界的流行の影響による景気減速から先行き不
透明な状況が続きました。日本経済においても設備投資は
減少しており厳しい状況が続きましたが、一方で公共投資
は大規模自然災害からの復旧・復興対策などに向けて堅調
に推移しました。
　当社グループの主要市場である建築設備市場においては、
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により一部の国や地
域では工事中断や遅延の動きがみられました。また、石油・
ガス市場においても新型コロナウイルスの感染拡大の影響
に加え、原油価格下落の影響が継続し案件の遅延や延期の
動きがありました。一方、半導体市場においては米中貿易摩
擦の影響はあるものの半導体需要は底堅く、回復基調とな
りました。
　このような環境下、2020年12月期の売上高は、前期と比
べて13億円増加し、5,237億円となりました。風水力事業
における建築設備市場向けの売上が減少しましたが、精密・
電子事業では半導体需要の拡大を背景に売上が堅調に推移
したことで全体としては微増という結果でした。
　営業利益は、精密・電子事業による増収に加え、風水力事
業において製品の収益性改善や固定費抑制が進んだことな
どにより、全体では25億円増加して378億円となりました。

　親会社株主に帰属する当期純利益は、前期と比べて11億
円増加して244億円となりました。これは主に円高進行に
よる為替差損などの営業外費用が増加したことや、投資有
価証券売却益などの特別利益が前期と比べて減少したこと
によるものです。

事業別業績

風水力事業
　売上高は3,135億円（前期比95億円減）、営業利益は197億
円（同25億円増）となりました。前期と比べて減収となりまし
たが、各事業の収益性改善や固定費抑制が寄与しました。
　ポンプ事業　中国での石油化学向けや国内公共向け案件
の売上が好調でしたが、新型コロナウイルスの感染拡大の
影響を受けた建築設備市場の需要回復遅れなどにより、減
収減益となりました。
　コンプレッサ・タービン事業　石油・ガス市場において新
型コロナウイルスの感染拡大に加え、原油価格下落の影響
による新規投資案件の延期や人的移動制限などで減収とな
りましたが、製品の収益性改善やサービス&サポート（S&S）
内のミックスにより増益となりました。
　冷熱事業　中国市場は需要が回復基調にあるものの厳し
い価格競争が続いており、主に国内冷却塔事業における収
益性改善や経費抑制によって増益となりました。

環境プラント事業
　売上高675億円（同19億円減）、営業利益は71億円（同3

億円減）となりました。
　EPC*の工事進行基準案件が工事進捗の端境期となり減
収減益となりましたが、長期包括運転・管理委託業務におい
て原価低減施策などが順調に進み、収益性は改善しました。
* EPC：Engineering, Procurement, Construction　プラントの設計、調達、建設

精密・電子事業
　売上高1,411億円（同128億円増）、営業利益は114億円
（同10億円増）となりました。
　半導体需要拡大に伴うCMP装置の売上増加や、顧客の工
場稼働が高い水準で推移したことで部品やオーバーホール
などの売上が増加しました。営業利益は、コンポーネント事
業におけるドライ真空ポンプの自動化工場関連コストの発
生により固定費は前期から増加しましたが、増収が寄与し
て増益となりました。

売上高 営業利益

■ 風水力事業　■ 環境プラント事業　■ 精密・電子事業　■ その他
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財務状況に関する分析

資産
　2020年12月期末における資産総額は、前期末に比べ仕
掛品が224億円減少した一方、現金及び預金が279億円、建
設仮勘定が115億円増加したことなどにより、263億円増
加し6,215億円となりました。建設仮勘定の増加は、主に精
密・電子事業における国内の工場増設など、成長投資の実行
によるものです。
　セグメントごとでは、風水力事業は3,158億円（前期比28

億円増）、環境プラント事業は533億円（同9億円増）、精密・
電子事業は1,505億円（同86億円増）、その他は241億円（同
31億円減）となりました。

負債
　2020年12月期末における負債総額は、前期末に比べて
短期借入金が229億円減少した一方、前受金が228億円、社

債が100億円増加したことなどにより、136億円増加し
3,171億円となりました。

純資産
　2020年12月期末における純資産は、利益剰余金が148

億円増加したことと、為替換算調整勘定が33億円減少した
ことなどにより、前期末に比べて126億円増加の3,044億
円となりました。なお、利益剰余金が148億円増加した内訳
は、親会社株主に帰属する当期純利益244億円の計上によ
る増加、連結範囲の変動に伴う5億円の増加、「収益認識に
関する会計基準」等の適用による44億円の期首残高減少、
配当金の支払い57億円による減少です。自己資本は2,962

億で、自己資本比率は47.7%となりました。

キャッシュ・フローに関する分析

　2020年12月期における営業活動によるキャッシュ・フ
ローは堅調な営業利益に支えられ、642億円の収入超過（前
期比375億円の収入増加）となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得に
よる支出311億円などにより、290億円の支出超過（同49

億円の支出増加）となりました。
　営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わ
せたフリー・キャッシュ・フローは、351億円の収入超過（同
325億円の収入増加）となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収
入100億円があったものの短期借入金及び長期借入金が純額
で118億円減少したことや、配当金の支払い57億円などによ
り、96億円の支出超過（同105億円の支出減少）となりました。

　以上の結果、2020年12月期末における現金及び現金同
等物の残高は、前期末から271億円増加し、1,205億円とな
りました。

連結キャッシュ・フロー

750

■ 営業活動キャッシュ・フロー　■ 投資活動キャッシュ・フロー
■ 財務活動キャッシュ・フロー　● フリー・キャッシュ・フロー
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コーポレートデータ

連結財務諸表

連結貸借対照表
単位：百万円

2017/3 2017/12*1 2018/12*2 2019/12 2020/12

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 90,381 138,475 110,610 94,014 121,996

　　受取手形及び売掛金 202,874 169,298 176,895 182,944 187,289

　　電子記録債権 4,511 6,021 6,990 9,218 11,374

　　有価証券 2,498 2,411 1,668 1,097 1,035

　　商品及び製品 12,716 15,191 18,082 18,386 20,333

　　仕掛品 56,569 60,993 65,845 70,082 47,648

　　原材料及び貯蔵品 28,041 33,353 38,731 32,633 34,621

　　繰延税金資産 11,644 10,484 8,309 — —

　　その他 17,419 14,954 14,714 15,659 16,727

　　貸倒引当金 (3,250) (3,694) (3,308) (2,107) (2,387)

　　流動資産合計 423,407 447,491 438,540 421,929 438,637

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 46,431 47,005 44,269 56,022 56,342

　　　機械装置及び運搬具（純額） 28,974 28,632 28,599 27,960 28,501

　　　土地 21,153 20,904 19,810 19,607 19,581

　　　建設仮勘定 5,207 5,830 7,558 13,665 25,204

　　　その他（純額） 8,364 7,853 7,640 7,642 6,573

　　　有形固定資産合計 110,131 110,227 107,879 124,898 136,202

　　無形固定資産

　　　のれん 2,279 1,831 1,148 774 369

　　　ソフトウエア 8,275 7,370 6,584 6,496 9,485

　　　その他 2,679 2,879 2,937 3,072 3,003

　　　無形固定資産合計 13,234 12,080 10,670 10,343 12,858

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 26,202 25,226 22,301 19,666 12,766

　　　長期貸付金 263 262 153 144 127

　　　退職給付に係る資産 118 3,202 3,038 5,017 5,181

　　　繰延税金資産 2,660 1,742 4,572 9,475 10,631

　　　その他 17,237 17,088 9,623 9,205 10,339

　　　貸倒引当金 (4,799) (4,403) (5,187) (5,442) (5,166)

　　　投資その他の資産合計 41,683 43,120 34,503 38,067 33,879

　　固定資産合計 165,049 165,428 153,052 173,309 182,940

　資産合計 588,457 612,919 591,592 595,239 621,578

*1. 2017年12月期は決算期の変更に伴う9か月間の変則決算です。
*2.  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）等を2019年12月期の期首から適用しており、2018年12月期に係る
数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。
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過去10年間（会計年度）の株主総利回り（TSR）

銘柄名 1年間 3年間 5年間 10年間

荏原 * 4.1% -16.6% 56.8% 75.3%

TOPIX 7.4% 6.6% 48.6% 155.7%

TOPIX（機械） 18.0% 6.5% 77.5% 160.6%

2011年3月末の投資パフォーマンスを100とした配当込みの株価と株価指数の推移

 荏原 *　  TOPIX　  TOPIX（機械）
（注） 上記グラフは、2011年3月末に投資を行った場合の2020年12月末時点までの配当と株価を加味した投資収益率を示しています。荏原製作所の株価に配

当を加えた投資パフォーマンスについて、2011年3月末の投資額を100として指数化しています。比較指標であるTOPIXと、TOPIX（機械）配当込みのデー
タを使用し、同様に指数化しています。

* 2016年10月1日付実施の株式併合（5株につき1株の割合で併合）に伴う影響を加味して再計算しています。

株価及び出来高の推移　

■ 株価（左軸）　■ 出来高（右軸）

2017/12 2018/12 2019/12 2020/12

期末株価（円） 4,295 2,471 3,325 3,370

　高値 4,725 4,745 3,500 3,570

　安値 2,964 2,293 2,321 1,715

出来高（百万株） 129 133 127 117
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株式関連データ　

2017/12 2018/12 2019/12 2020/12

株価収益率（PER）（倍） 45.8 13.7 13.8 13.1

株価純資産倍率（PBR）（倍） 1.6 0.9 1.1 1.08

発行済株式総数（千株） 101,783 101,957 95,129 95,391

期末時価総額（百万円） 437,159 251,938 316,307 321,469
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